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国立研究開発法人産業技術総合研究所 中長期目標 新旧対照表 

（主務府省：経済産業省） 

第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

１．政策体系における産業技術総合研究所の位置付け及び同所を取り巻く状

況 

（略） 

また、産総研は、「特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関す

る特別措置法（平成28年法律第43号）（以下「特措法」という。）」により、

世界最高水準の研究開発の成果の創出が相当程度見込まれる組織として「特

定国立研究開発法人（以下「特定法人」という。）」に指定されており、世界

最高水準の研究開発の成果を創出するとともに、その普及及び活用の促進を

図ることで国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与することが強く期待

されている。 

（略） 

第４期中長期目標期間においては、革新的な技術シーズを民間企業の事業

化につなぐ「橋渡し」の役割を果たす産業技術政策の中核的実施機関として、

民間資金獲得額を５年間で３倍以上とすることを最重要目標として設定し

た。この極めて挑戦的な目標を達成するため、産総研は、理事長によるトッ

プマネジメントの下、その「橋渡し」の機能を抜本的に強化すべく、冠ラボ

やオープンイノベーションラボラトリ（以下「OIL」という。）、技術コンサ

ルティング制度の創設等、新たに様々な取組を行い、組織全体では約100億

円超の民間資金を獲得する成果を上げた。 

（略） 

Ⅱ． （略） 

Ⅰ．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

１．政策体系における産業技術総合研究所の位置付け及び同所を取り巻く状

況 

（略） 

また、産総研は、「特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関す

る特別措置法」（平成28年法律第43号）（以下「特措法」という。）」により、

世界最高水準の研究開発の成果の創出が相当程度見込まれる組織として「特

定国立研究開発法人（以下「特定法人」という。）」に指定されており、世界

最高水準の研究開発の成果を創出するとともに、その普及及び活用の促進を

図ることで国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与することが強く期待

されている。 

（略） 

第４期中長期目標期間においては、革新的な技術シーズを民間企業の事業

化につなぐ「橋渡し」の役割を果たす産業技術政策の中核的実施機関として、

民間資金獲得額を５年間で３倍以上とすることを最重要目標として設定し

た。この極めて挑戦的な目標を達成するため、産総研は、理事長によるトッ

プマネジメントの下、その「橋渡し」の機能を抜本的に強化すべく、冠ラボ

やオープンイノベーションラボラトリ（OIL）、技術コンサルティング制度の

創設等、新たに様々な取組を行い、組織全体では約100億円超の民間資金を

獲得する成果を上げた。 

（略） 

Ⅱ． （略） 

参考資料３
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

 

Ⅲ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

１． （略） 

 

２．経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充 

（略） 

（２）冠ラボやOIL等をハブにした複数研究機関・企業の連携・融合 

（略） 

（削除（４．（４）に移動）） 

 

 

 

 

 

 

（３）地域イノベーションの推進 

地域における経済活動の活発化に向けたイノベーションを推進するた

め、地域の中堅・中小企業のニーズを把握し、経済産業局、公設試験研究

機関、中小企業支援機関及び大学・高等専門学校等との密な連携を行う。

産総研の技術シーズと企業ニーズ等を把握しマーケティング活動を行う

イノベーションコーディネータ（IC）が関係機関と一層の連携・協働に向

けた活動を更に充実するため、マニュアルの整備、顕著な成果をあげたIC

へのインセンティブの付与等を行う。 

また、地域センターは、地域イノベーションの核としての役割を果たす

ため、「研究所」として「世界レベルの研究成果を創出」する役割とのバ

 

Ⅲ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

１． （略） 

 

２．経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充 

（略） 

（２）冠ラボやOIL等をハブにした複数研究機関・企業の連携・融合 

（略） 

さらに、多様な研究ニーズに対応するオープンイノベーションの場を充

実するため、TIA推進センター、臨海副都心センター、柏センター等にお

ける研究設備・機器の戦略的な整備及び共用を進めるとともに、研究設備・

機器を効果的に運営するための高度支援人材の確保に取り組む。また、「産

業競争力強化法」（平成 25年法律第 98号）に基づき、産総研が保有する

研究開発施設等の企業等による利用を着実に推進する。 

 

（３）地域イノベーションの推進 

地域における経済活動の活発化に向けたイノベーションを推進するた

め、地域の中堅・中小企業のニーズを把握し、経済産業局や公設試験研究

機関及び大学との密な連携を行う。産総研の技術シーズと企業ニーズ等を

把握しマーケティング活動を行うイノベーションコーディネータ（IC）が

関係機関と一層の連携・協働に向けた活動を更に充実するため、マニュア

ルの整備、顕著な成果をあげたICへのインセンティブの付与等を行う。 

また、地域センターは、地域イノベーションの核としての役割を果たす

ため、「研究所」として「世界レベルの研究成果を創出」する役割とのバ

ランスを保ちながら、地域のニーズに応じて「看板研究テーマ」を機動的
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

ランスを保ちながら、地域のニーズに応じて「看板研究テーマ」を機動的

に見直すとともに、地域の中堅・中小企業等に対して共同研究や試作・評

価・コンサルティング等のサービスを提供する。さらには、産業技術の研

究開発・橋渡し機能に重点を置いた産総研の新たな拠点「ブリッジ・イノ

ベーション・ラボラトリ（BIL）」（仮称）を地域の中核大学等に整備して

新産業創出や地域経済活性化等に向けた共創活動を実施するなど、地域の

企業・大学・公設試験研究機関等の人材や設備等のリソースを活用したプ

ロジェクトを拡大すること等に取り組む。 

 

（４）～（７） （略） 

 

３．イノベーション・エコシステムを支える基盤整備 

（１）～（３） （略） 

 

（削除（４．（５）に移動）） 

 

 

 

 

４．研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研究所運営 

（１） （略） 

 

（２）産総研からの出資による外部法人を活用した外部連携機能の強化と民

間資金獲得の推進 

企業等との外部連携機能を強化し、研究開発成果の創出と社会実装への

橋渡しを推進するとともに民間資金獲得の拡大を図るため、「科学技術・

に見直すとともに、地域の企業・大学・公設試験研究機関等の人材や設備

等のリソースを活用したプロジェクトを拡大すること等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）～（７） （略） 

 

３．イノベーション・エコシステムを支える基盤整備 

（１）～（３） （略） 

 

（４）技術経営力の強化に資する人材の養成 

技術経営力の強化に寄与する人材の養成・資質向上・活用促進は、産総

研が担うべき重要な業務であり、イノベーションスクールやデザインスク

ール等の人材育成事業の充実・発展を図り、制度利用の促進を進める。 

 

４．研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研究所運営 

（１） （略） 

 

（新設） 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20年法律第 63号）に

基づく成果活用等支援法人を設立し、マーケティング等の高度専門人材を

確保して企業との共同研究等の企画・提案・交渉・契約、実施等を行う。 

なお、共同研究において適正な資金を獲得できるよう、企業との共同研

究の契約を行うに当たっては、従来の「コスト積上方式」から、「産学官

連携による共同研究強化のガイドライン」（追補版）（令和2年6月 文部

科学省・経済産業省）等に基づき、産総研の「知」の価値を考慮した「価

値ベース契約」への転換を図る。 

 

【重要度：高】 

産総研が社会課題の解決と経済成長・産業競争力の強化に貢献する

イノベーションを創出していくためには、民間企業等との共同研究を

獲得するなどし、自力で研究資金を獲得することが非常に重要な取組

であるため。 

 

（３）外部との研究活動に従事する研究者グループ及び個々に対するインセ

ンティブの付与 

研究者個々レベルにおいても積極的に外部との連携活動、民間研究資金

の獲得に協力・参画することを強く促すため、外部との研究活動に従事す

るグループ及び研究者に対し、人事評価において適切に評価することに加

え、給与・賞与等による処遇上の還元や、研究の促進に機動的に使える研

究費の分配を行うなど研究者等にとって納得感のえられるような仕組み

を構築し運用する。 

 

【重要度：高】 

民間資金の獲得を増やしていくためには、上記の外部法人を活用し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

た機能強化と表裏一体で、研究者個々レベルでの民間企業との研究活

動への参加の促進等を通じて人的・資金的リソースを適切に確保する

ことが非常に重要な取組であるため。 

 

（４）オープンイノベーションのプラットフォームとしての機能強化 

地域の中堅・中小企業やベンチャー企業等の研究開発の取組を支援し、

新産業の創出につなげていくため、先端技術を利用した試作や評価解析等

ができる支援拠点を整備する。 

また、多様な研究ニーズに対応するオープンイノベーションの場を充実

するため、TIA推進センター、臨海副都心センター、柏センター等におけ

る研究設備・機器の戦略的な整備及び共用を進めるとともに、研究設備・

機器を効果的に運営するための高度支援人材の確保に取り組む。加えて、

「産業競争力強化法」（平成 25年法律第 98号）に基づき、産総研が保有

する研究開発施設等の企業等による利用を着実に推進する。 

さらに、産総研技術移転ベンチャー創出に係る支援ルール等の見直しを

行うとともに、研究者個人によるボトムアップ型で創業する産総研単独の

ベンチャーだけでなく、産総研と企業との共同事業化等、組織としてベン

チャーの創出を促進するための体制整備を行う。 

 

【重要度：高】 

国の政策上も重要な課題である中堅・中小企業の付加価値・生産性

の向上等に関し、産総研には更なる貢献の余地があり、そのための対

策が非常に重要な取組であるため。 

 

（５）技術経営力の強化に資する人材の養成 

技術経営力の強化に寄与する人材の養成・資質向上・活用促進は、産総

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

研が担うべき重要な業務であり、イノベーションスクールやデザインスク

ール等の人材育成事業の充実・発展を図り、制度利用の促進を進める。ま

た、産総研職員に対するアントレプレナーシップ教育や人事評価等を通じ

て、産総研発ベンチャーの創出拡大を促す意識改革を図る。 

 

（６）イノベーションの創出に必要な研究力の強化 

新たな技術シーズを継続的に創出し国研としての競争力向上を図るた

め、スター研究者及び若手研究者の意識的な育成、国際的に卓越した能力

を有する研究者の獲得、優秀な研究者を受け入れやすい研究環境・勤務環

境の整備等の取組を強化する。 

 

（７）技術インテリジェンスの強化・蓄積及び国家戦略等への貢献 

（略） 

 

（８）国の研究開発プロジェクトの推進 

（略） 

 

（９）国際的な共同研究開発の推進 

（略） 

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 

１．～３． （略） 

 

４．業務の電子化に関する事項 

電子化の促進等により事務手続きの簡素化・迅速化を図るとともに、利便

性の向上に努める。また、幅広いICT需要に対応できる産総研内情報システ

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（２）技術インテリジェンスの強化・蓄積及び国家戦略等への貢献 

（略） 

 

（３）国の研究開発プロジェクトの推進 

（略） 

 

（４）国際的な共同研究開発の推進 

（略） 

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 

１．～３． （略） 

 

４．業務の電子化に関する事項 

電子化の促進等により事務手続きの簡素化・迅速化を図るとともに、利便

性の向上に努める。また、幅広いICT需要に対応できる産総研内情報システ
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

ムの充実を図る。 

具体的には、デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基本

的な方針」（令和 3年 12月 24日デジタル大臣決定）に則り、情報システム

の適切な整備及び管理について投資対効果を精査した上で行うとともに、情

報システムの整備及び管理を行うPJMO（ProJect Management Office）を支

援するため、PMO（Portfolio Management Office）の設置等の体制整備を行

う。 

また、クラウドサービスを効果的に活用する等、情報システムの利用者に

対する利便性向上（操作性、機能性等の改善を含む。）や、データの利活用

及び管理の効率化に継続して取り組む。指標としては以下のとおり。 

・ PMOの設置及び支援実績 

・ クラウドサービスの活用実績 

・ データのBIツールを活用した分析システム数 

 

５． （略） 

 

Ⅴ． （略） 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

１．～３． （略） 

 

４．情報公開の推進等 

適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、適切かつ積極的に情

報の公開を行うとともに、個人情報の適切な保護を図る取組を推進する。具

体的には、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成 13

年 12月 5日法律第 140号）及び「個人情報の保護に関する法律」（平成 15

ムの充実を図る。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． （略） 

 

Ⅴ． （略） 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

１．～３． （略） 

 

４．情報公開の推進等 

適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、適切かつ積極的に情

報の公開を行うとともに、個人情報の適切な保護を図る取組を推進する。具

体的には、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成 13

年 12月 5日法律第 140号）及び「独立行政法人等の保有する個人情報の保
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

年5月30日法律第57号）に基づき、適切に対応するとともに、職員への周

知徹底を行う。 

 

５． （略） 

 

 

 

（別紙１）第５期中長期目標期間において重点的に推進するべき研究開発の

方針 

 

I．社会課題の解決に向けて全所的に取り組む研究開発 

１．～２． （略） 

 

３．強靭な国土・防災への貢献 

〇強靭な国土と社会の構築に資する地質情報の整備と地質の評価 

地質災害に対する強靭な国土と社会の構築に資するため、最新知見に基づ

く活断層・津波・火山・土砂災害等に関する地質情報の整備を行うとともに、

地震・火山活動および長期的な地質変動の評価・予測手法の開発を行う。 

 

４． （略） 

 

II．～III． （略） 

 

 

 

 

護に関する法律」（平成15年5月30日法律第59号）に基づき、適切に対応

するとともに、職員への周知徹底を行う。 

 

５． （略） 

 

 

 

（別紙１）第５期中長期目標期間において重点的に推進するべき研究開発の

方針 

 

I．社会課題の解決に向けて全所的に取り組む研究開発 

１．～２． （略） 

 

３．強靭な国土・防災への貢献 

〇強靭な国土と社会の構築に資する地質情報の整備と地質の評価 

地質災害に対する強靭な国土と社会の構築に資するため、最新知見に基づ

く活断層・津波・火山に関する地質情報の整備を行うとともに、地震・火山

活動および長期的な地質変動の評価・予測手法の開発を行う。 

 

４． （略） 

 

II．～III． （略） 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

（別紙２）国立研究開発法人産業技術総合研究所における評価軸 

 

評価単位 大項目名 評価軸 関連する評価指標 

１．産総

研の総

合力を

活かし

た社会

課題の

解決  

エネルギー・

環境制約へ

の対応 

少子高齢化

の対策 

強靱な国土・

防災への貢

献 

新型コロナ

ウイルス感

染症の対策 

 

（略） 

 

・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

・研究開発を通じて提供

した付加価値に関す

る指標（市場規模、民

間からの資金獲得額、

民間との「価値ベース

契約」に基づく大型の

連携契約の金額及び

件数等） 

・論文数（モニタリング

指標） 

 

         等 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

２．経済

成長・

産業競

争力の

強化に

エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報･人間工

（略）  ・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

（削除） 

 

（別紙２）国立研究開発法人産業技術総合研究所における評価軸 

 

評価単位 領域等 評価軸 関連する評価指標 

１．産総

研の総

合力を

活かし

た社会

課題の

解決  

エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報･人間工

学領域 

材料･化学領

域 

エレクトロ

ニクス･製造

領域 

地質調査総

合センター 

計量標準総

合センター 

 

（略） 

 

・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

・論文数（モニタリング

指標） 

 

         等 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

２．経済

成長・

産業競

争力の

強化に

エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報･人間工

（略） ・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

・民間からの資金獲得額

（モニタリング指標） 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

向けた

橋渡し

の拡充  

学領域 

材料･化学領

域 

エレクトロ

ニクス･製造

領域 

地質調査総

合センター 

計量標準総

合センター  

・研究開発を通じて提供

した付加価値に関す

る指標（市場規模、民

間からの資金獲得額、

民間との「価値ベース

契約」に基づく大型の

連携契約の金額及び

件数等） 

 

         等  
研究マネジ

メント 

 

○複数組織の連携・

融合によるオー

プンイノベーシ

ョンの場の創出

に取り組んでい

るか 

○公設試験研究機

関等との連携に

よる地域イノベ

ーションの推進

に取り組んでい

るか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創

出や支援の強化

に取り組んでい

・複数組織の連携・融合

によるオープンイノ

ベーションの取組状

況 

・地域イノベーション推

進の取組状況 

・産総研技術移転ベンチ

ャーの創出・支援の強

化の取組状況 

・マーケティング力の強

化に向けた取組状況 

・戦略的な知財マネジメ

ントの取組状況 

・広報活動の充実に向け

た取組状況 

 

向けた

橋渡し

の拡充  

学領域 

材料･化学領

域 

エレクトロ

ニクス･製造

領域 

地質調査総

合センター 

計量標準総

合センター  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

         等  
研究マネジ

メント 

 

○複数組織の連携・

融合によるオー

プンイノベーシ

ョンの場の創出

に取り組んでい

るか 

○公設試験研究機

関等との連携に

よる地域イノベ

ーションの推進

に取り組んでい

るか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創

出や支援の強化

に取り組んでい

・複数組織の連携・融合

によるオープンイノ

ベーションの取組状

況 

・地域イノベーション推

進の取組状況 

・産総研技術移転ベンチ

ャーの創出・支援の強

化の取組状況 

（新設） 

 

（新設） 

 

・広報活動の充実に向け

た取組状況 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

るか 

○マーケティング

力の強化に取り

組んでいるか 

○戦略的な知財マ

ネジメントに取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られている

か 

 

         等 

 

３．イノ

ベーシ

ョン・

エコシ

ステム

を支え

る基盤

整備 

 

基盤的技術

の開発 

標準化の推

進 

知的基盤の

整備 

 

○長期的な視点に

より、技術シーズ

の更なる創出に

つながる研究開

発を実施できて

いるか 

○世界最高水準、社

会的インパクト

の大きさ、新規性

といった観点か

ら、レベルの高い

研究成果を創出

できているか 

○国の知的基盤整

備計画に基づい

・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

・論文数（モニタリング

指標） 

・知的基盤整備の取組状

況 

 

         等 

 

るか 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

○広報活動の充実

が図られている

か 

 

         等 

 

３．イノ

ベーシ

ョン・

エコシ

ステム

を支え

る基盤

整備 

 

エネルギー・

環境領域 

生命工学領

域 

情報･人間工

学領域 

材料･化学領

域 

エレクトロ

ニクス･製造

領域 

○長期的な視点に

より、技術シーズ

の更なる創出に

つながる研究開

発を実施できて

いるか 

○世界最高水準、社

会的インパクト

の大きさ、新規性

といった観点か

ら、レベルの高い

研究成果を創出

できているか 

（新設） 

 

・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

・論文数（モニタリング

指標） 

（新設） 

 

 

         等 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

て着実に知的基

盤の整備に取り

組んでいるか 

 

研究マネジ

メント 

○標準化活動の一

層の強化に取り

組んでいるか 

（４．に移動） 

 

 

 

 

・標準化活動の取組状況 

（４．に移動） 

 

 

         等 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

研究マネジ

メント 

○標準化活動の一

層の強化に取り

組んでいるか 

○技術経営力の強

化に寄与する人

材の養成に取り

組んでいるか 

 

・標準化活動の取組状況 

・技術経営力の強化に寄

与する人材育成状況 

 

         等 

 

地質調査総

合センター 

計量標準総

合センター 

○長期的な視点に

より、技術シーズ

の更なる創出に

つながる研究開

発を実施できて

いるか 

○世界最高水準、社

会的インパクト

の大きさ、新規性

といった観点か

ら、レベルの高い

研究成果を創出

できているか 

○国の知的基盤整

・テーマ設定の適切性

（モニタリング指標） 

・具体的な研究開発成果 

・論文数（モニタリング

指標） 

・知的基盤整備の取組状

況 

 

         等 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

 

 

 

 

 

４．研究

開発成

果を最

大化す

る中核

的・先

駆的な

研究所

運営 

 

研究マネジ

メント 

○特定研究開発法

人として求めら

れている取組を

推進できている

か 

○外部法人を活用

して外部連携機

能を強化できて

いるか 

○研究者グループ

及び個々に対す

るインセンティ

ブ付与に取り組

んでいるか 

○オープンイノベ

ーションのプラ

ットフォームと

しての機能を強

化できているか 

○技術経営力の強

化に寄与する人

・特定研究開発法人とし

ての取組状況 

・外部法人を活用した外

部連携活動の状況 

・研究者グループ及び

個々に対するインセ

ンティブ付与の状況 

・研究開発・試作・評価

等拠点の整備状況 

・研究開発施設等の企業

等による利用状況 

・技術経営力の強化に寄

与する人材育成状況 

・研究者の育成・獲得、

研究環境・勤務環境の

整備等の状況 

・国の研究プロジェクト

等への取組状況 

 

         等 

 

備計画に基づい

て着実に知的基

盤の整備に取り

組んでいるか 

 

４．研究

開発成

果を最

大化す

る中核

的・先

駆的な

研究所

運営 

 

研究マネジ

メント 

○特定研究開発法

人として求めら

れている取組を

推進できている

か 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（３．から移動） 

 

・特定研究開発法人とし

ての取組状況 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（３．から移動） 

 

（新設） 

 

 

・国の研究プロジェクト

等への取組状況 

 

         等 
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第５期中長期目標（変更案） 第５期中長期目標（現行） 

材の養成に取り

組んでいるか 

○イノベーション

の創出に必要な

研究力を強化で

きているか 

○国の施策等への

貢献に取り組ん

でいるか 

 

（別添） 政策体系図・国立研究開発法人産業技術総合研究所の使命等と目標

との関係（略） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

○国の施策等への

貢献に取り組ん

でいるか 

 

（別添） 政策体系図・国立研究開発法人産業技術総合研究所の使命等と目標

との関係 （略） 

 


